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総括研究報告書 

研究代表者 竹中晃二 早稲田大学人間科学学術院・教授 

研究要旨 

	 本研究の目的は，地域，職域，および学校において人々のメンタルヘルス不調を予防し，

さらにはポジティブなメンタルヘルスを強化させることを目的に，具体的なプログラムお

よびキャンペーンを開発し，それらの評価を行うことである。従来，メンタルヘルス問題

への対応は，そのネガティブ側面の緩和に焦点を絞ったアプローチが行われてきた。しか

し，近年では，たとえネガティブな出来事を経験していたとしても，同時にポジティブな

出来事を経験，またそれらに注目しておれば，ネガティブな影響を緩和できることがわか

っている。本研究では，これらメンタルヘルスのネガティブ側面への予防的アプローチと

ポジティブ側面の強化を目的としたプロモーション・アプローチの両面からメンタルヘル

ス問題の予防について研究している。具体的には，Barry（2001）が示したメンタルヘルス

の枠組みに従って，一方で 1）メンタルヘルス問題の汎用型予防を目的としたストレスマ

ネジメント教育プログラムの開発，他方では 2）メンタルヘルスをよい状態に保つメンタ

ルヘルス・プロモーションの行動変容型プログラムの開発，を目指した研究をおこなっテ

イル。前者は，メンタルヘルス疾患・問題が生じることを想定し，それらの予防に焦点を

絞っている。この領域における「予防」とは，メンタルヘルス疾患・問題を前提にした 3

レベルの予防介入として，精神疾患ではないが症状を呈する人たち（indicative），リス

クが高い人たち（selective），および一般の人たち（universal）を対象とする。一方，

後者では，ポジティブ・メンタルヘルス，すなわち幸福感や生活の質感，また生活満足度，

生きる意味をアウトカムとするメンタルヘルス・プロモーションであり，メンタルヘルス

疾患・問題を想定していないものの，その初期症状の出現を抑制し，間接的に予防に役立

つ。  
2 年目となる平成 29 年度では，大きく，1）ストレスマネジメント教育に関する研究，お

よび 2）メンタルヘルス・プロモーションに関する研究，をおこなった。ストレスマネジ

メント教育に関する研究としては，⑴認知行動療法を用いたストレスマネジメント教育プ

ログラムの開発・評価（嶋田洋徳他）（①ストレスマネジメント実践のためのアセスメント

アプリケーションの有効性の検討，②児童集団を対象としたストレスマネジメントのアセ

スメントと実践），および⑵ポジティブストレスマネジメント研修のストレス緩和効果に関する予備的

介入（山田冨美雄他），の計 3 研究をおこなった，一方，メンタルヘルス・プロモーション

に関する研究としては，⑴強みに基づくポジティブ心理学的介入アプリケーションの開発

（上地広昭他），⑵メンタルヘルスプロモーション行動パターンとストレス状況との関連

（島崎崇史他），⑶メンタルヘルス・プロモーション及びその普及啓発に関する研究（竹中

晃二他），および⑷予防教育プログラムの評価（島津明人他）（①リカバリー経験を促進する

ためのプログラム（アプリ）の開発，②個人特性がワーカホリズムとリカバリー経験との

関連に及ぼす影響），の 5 研究を実施した。  
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分担研究者 

竹中晃二 

	 早稲田大学人間科学学術院・教授	

島津明人 

	 北里大学一般教育部・教授  
山田冨美雄 

	 関西福祉科学大学心理科学部・教授	

 
	

Ａ．はじめに 

	 従来，メンタルヘルス問題に関わる対策

は，専門家による治療・心理療法，復職・

復学支援などの回復支援，また質問紙調査

などを用いてスクリーニングを行った上で

の初期介入が中心であった。最近では，メ

ンタルヘルス問題に関わって，専門家によ

る対症療法とは別に，一次・二次予防を謳

った初期段階の予防プログラムが実施され

ている。例えば，学校においては，ストレ

スマネジメント教育を，また職域において

は幹部を対象とした研修会や新入社員対象

の講習会が実施されている。企業において

は，2015 年 12 月からストレスチェック制

度が法令化され，スクリーニングテストに

よって勤労者個々人のストレス度合いを把

握し，職場環境の改善や個人の不適応を解

決する手段として期待されている。しかし，

ストレス度が高いものの，症状が出ていな

い人やメンタルヘルス問題に対して自覚が

乏しい人にとっては，これらの参加に対し

て義務的になる傾向が強い。その結果，他

人事のように感じるだけで，「誰もが生じ

るかもしれないメンタルヘルス問題」とい

う危機意識が乏しいままである。そのため，

メンタルヘルスに関して，人々の自覚を促

し，しかも負担感を低減した教育プログラ

ムが求められている。	

予防の観点では，環境や制度の整備とは	

 

嶋田洋徳 
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上地広昭 

	 山口大学教育学部・准教授	

島崎崇史 

	 上智大学文学部・講師	

	

	

別に，私たち個人が日常生活において，「ス

トレスに備える，メンタルヘルスをよい状

態に保つ」という意識を高め，その予防行

動を身につける必要がある。従来，メンタ

ルヘルス問題への対応は，そのネガティブ

側面の緩和に焦点を絞ったアプローチがお

こなわれてきた。しかし，近年では，たと

えネガティブな出来事を経験していたとし

ても，同時にポジティブな出来事を経験し

ていたり，そのことに注目しておれば，ネ

ガティブな影響を緩和できることが知られ

ている（例えば，Haeffel & Vargas,2011）。

本研究では，環境整備や個人の気づき強化

に特化したスクリーニングと併用しながら，

個人が行える予防措置の具体的行動を推奨

することを強調している。この観点は，厚

生労働行政の施策と一致し，従来の施策を

さらにバージョンアップすることにつなが

る。  

	 本研究の目的は，人々がストレス対処法を

身につける（ストレスマネジメント）だけで

なく，「よいメンタルヘルス状態を保つ」た

めに必要な行動の実践（メンタルヘルス・プ

ロモーション）を促し，メンタルヘルス問題

の予防に貢献できる教育・普及プログラムを

開発し，評価システムを作成することである。	
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B. 対象と方法 

Ⅰ. ストレスマネジメント教育の研究 

	 ストレスマネジメントとは，ストレス性疾

患やメンタルヘルス問題の発症を想定し，そ

の原因となるストレス源の除去，あるいは緩

和，また防衛因子を強める方策を指す。本研

究のメンバーはすでに，認知行動療法および

ポジティブ・サイコロジーを基にして，様々

な場でストレスマネジメント教育プログラ

ムを提供しており，本研究では，さらに対象

者や環境を特徴に応じてセグメント化した

プログラムの開発を目指す。平成29年度では，

以下，ストレスマネジメント教育の研究とし

て，大きく2つの報告（3研究）をおこなう。	

1. 認知行動療法を用いたストレスマネジメント教

育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他） 

 ストレスマネジメントには，一般的に，

呼吸法や自律訓練法などの生理的技法，認

知再構成法（認知的再体制化）などの認知

的技法，社会的スキル訓練などの行動的技

法などが含まれている。ストレスマネジメ

ントの実践報告は，教育領域，職域領域，

地域においていずれも増加しており，スト

レスマネジメントのストレス低減効果は，

揺るぎのないものになっている。しかしな

がら，ストレスマネジメントの有効性の担

保となる普及を目指すためには，①ストレ

スマネジメントによって習得したスキルの

日常生活への定着，②対象者のさまざまな

個人差変数の対応，③実践を提供する実施

者の養成，④ストレスマネジメントの有効

性について ,より適切な評価（何をもって
「予防」したとしているのか）をおこなう

ことなど，いくつかの課題も残されている。

平成 29 年度の研究では，認知行動療法を
用いたストレスマネジメント教育プログラ

ムの開発・評価の一貫として，日常生活に

即したアセスメント方略について補助的ア

プリケーションを用いた場合の有効性の検

討，および学級集団におけるストレスマネ

ジメントを実施する場合のアセスメント方

略の整理と予防的なストレスマネジメント

の評価について検討をおこなった。  
1)ストレスマネジメント実践のためのアセ

スメントアプリケーションの有効性の検討 

職域においてはメンタルヘルス対策とし

て，コーピングの拡充によってストレス耐

性を高めることを目的とした認知行動療法

型ストレスマネジメント（Cognitive 
Behavior Stress Management；以下，
CBSM）が実施されており，一定の効果が
確認されている。一方で，CBSM は主に研
修形式で実施されることが多く，対象者自

身が自分のコーピングの有効性を分析する

手続きを十分に用いることができていない。

そのため，結果的に不十分な効果になって

しまい，全体的な効果性が低減している。   
CBSM においては，対象者の個別化の精

緻化を意図した手続きを工夫する必要があ

る。その具体的な工夫の一つとして，さま

ざまな情報を蓄積させ，対象者が必要とす

る情報を提供できる情報通信技術

（Information and Communication 
Technology; 以下，ICT）の利用が考えら
れる。ICT を CBSM に活用すると，個人の
コーピングの有効性に関するデータをその

個人のデータベースとして蓄積させ，個人

にとって，有効性の高いコーピングをある

程度自動的にフィードバックすることで 
個別化されたストレスマネジメントの実施

を可能にしている。また，ストレスは，睡

眠を中心とした生活リズムの影響を大きく

受けやすく（岡島，2012），ストレスと同
時に「睡眠改善の介入」を実施することに

よって，さらにストレス低減効果が促進さ

れる（Vargas et al., 2014）。これらのこと
から，本研究では，セルフマネジメント介

入の効果を高めるために，ICT を用いて個
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人の睡眠の問題をアセスメントし，睡眠リ

ズムを整えることを基盤とした介入プログ

ラムを開発し，評価をおこなった。  
2)児童集団に対するストレスマネジメントのアセ

スメントと実践 

児童集団に対してストレスマネジメント

や社会的スキル訓練などの心理的介入を実

施する際には，「集団のアセスメント」が重

要である。しかしながら，集団のアセスメ

ントにおける具体的な手続きは，十分に共

有されていないのが現状である。特に学校

や学級における「集団」は，たとえばうつ

病など同様の疾患をもつ集団に対する認知

行動療法や，子育てという共通の悩みや課

題を抱える保護者集団に対するペアレン

ト・トレーニングとは位置づけが異なる。

すなわち学校や学級という，既存の生活を

一にする集団の特徴や特性を把握した上で，

集団を対象として介入する利点を活かす手

続きが求められる。その枠組みの一つとし

て，「機能的アセスメント」が重視されてい

る。本研究では，これまで実践されてきた

児童集団を対象としたストレスマネジメン

ト介入について，「集団のアセスメント」と

いう観点で概観をおこなった。本研究では，

児童集団を対象としたストレスマネジメン

ト介入を扱った研究を概観するために，「ス

トレスマネジメント」「介入」「児童」「集団」

「学級」をキーワードを使って Google 
Scholar および CiNii から検索をおこなっ
た。  
2. ポジティブストレスマネジメント研修

のストレス緩和効果に関する予備的介

入（山田冨美雄他） 

	 本研究の目的は，ストレスマネジメント

研修会の内容にポジティブストレスマネジ

メントの要素を取り入れ，その実施継続が

従業員のストレス状況に有効となるかいな

かを実証的に検討することであった。スト

レスチェックを実施する事業所の職員を対

象として，ストレスチェック結果の返却の

後に研修を実施し，研修プログラム実践の

有無，および継続がワークエンゲィジメン

トおよびストレス状況に及ぼす影響を実施

群と非実施群で比較検討した。	

保健師による研修は	(1)ワークエンゲィ

ジメントを高める，(2)強みのワーク，強み

を生かす，(3)マインドフルネス呼吸法でリ

ラックス，及び(4)生活習慣の大切さの４項

目から構成されていた。	

Ⅱ. メンタルヘルス・プロモーションの研

究 

1. 強みに基づくポジティブ心理学的介入

アプリケーションの開発（上地広昭他） 

ポジティブ心理学の研究成果に基づく介

入は，ポジティブ心理学的介入と呼ばれて

いる。その中でも最も代表的なものに，「強

み」に基づく介入がある。強みは，多く持

つことでも well-being と関連するが，保有
するだけではなく，より積極的に活用する

（発揮すること）ことでさまざまな効果が

期待できる。Seligman（2003）によれば，

強みには，時代，民族，宗教などを超えて

24 種類（好奇心と関心，学習意欲，判断力
など）存在する。さらに，人には 3 つから
7 つ の 「 特 徴 的 な 強 み  (Signature 
Strengths)」があり，この特徴的な強みを
様々な方法で活用させる介入が一般的であ

る。  
本研究では，個人が持つ代表的な 5 つの
強みの活用状況と主観的な日常満足感につ

いて，毎日の生活で，セルフモニタリング

を行わせるスマートフォン用アプリケーシ

ョンの開発を行った。	

2. メンタルヘルスプロモーション行動パ

ターンとストレス状況との関連（島崎

崇史他） 

本研究では，「日常生活において実践可能
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な『こころの健康』を促進する行動」であ

るメンタルヘルス・プロモーション行動と

職業性ストレスとの関連性を検討した。昨

年度の研究成果としては，メンタルヘル

ス・プロモーション行動の実施状況を評価

する尺度の開発，および横断研究により職

業性ストレスにおける活力との間に正の相

関が，また抑うつ感との負の相関を確認し

ている。一方で，メンタルヘル・プロモー

ション行動は，就労者の趣向性により，複

数の行動が組み合わせて実施されている。

例えば，運動やスポーツを好む者は，気晴

らしとして身体活動を実施することにより

こころの健康を保持・増進していると考え

られるが，博物館や美術館に行くといった

行動によってこころの健康増進を図ってい

るとは考え難い。逆の行動パターンを有す

る者も当然存在すると考えられる。	

本研究の目的は，中小企業の就業者を対象

としてメンタルヘルス・プロモーション行

動の実施パターンを明らかにし，職業性ス

トレスとの関連性を明らかにすることであ

った。対象者は，東北地方の中小企業 6 事

業所に就労する 942 名で，全国健康保険協

会岩手支部の協力により募集した。職業性

ストレス状況は，職業性ストレス簡易調査

票（下光,	2005）における活気，イライラ

感，疲労感，不安感，および抑うつ感を測

定する 18 項目について回答を得た。メンタ

ルヘルス・プロモーション行動実施状況は，

メンタルヘルス・プロモーション行動評価

尺度（島崎他,	2015）をもちい，メンタル

ヘルス・プロモーション行動の実施状況に

ついて 5 件法により回答を求めた。	

3. メンタルヘルス・プロモーション及び

その普及啓発に関する研究（竹中晃二

他） 

本研究の目的は，メンタルヘルス・プロモ

ーション（MHP）において，1）ポジティ

ブな感情・考え方・活動（ポジティブ要素：

PosiMH）がメンタルヘルスのネガティブ側

面に果たす防衛的役割を整理し，2）普及啓

発を目的としたメンタルヘルス•プロモー

ション・ブランド「こころの ABC 活動」

を開発し，3）「こころの ABC 活動」のリ

ーフレット配布による普及啓発の効果を検

証することであった。  

1）では，Layous, Chacellor, & Lyubomirsky

（2014）の文献を基に，PosiMH が果たす

保護的役割を整理した。PosiMH は，高水

準の生活満足度と肯定的感情（感情的なウ

ェルビーイング），および高水準の心理社会

的機能（心理的，社会的ウェルビーイング）

である（Miles, Espiritu, Horen, et al., 2010）。

幸福感，快感情，充実感，またそれらを生

じさせるポジティブ要素は，メンタルヘル

ス不調への保護要因の役割を果たすことが

知られている。  

2）では，Act，Belong，Challenge の 3 要

素からなる MHP ブランド「こころの ABC

活動」を開発し，3）では，自治体職員を対

象に，MHP ブランド「こころの ABC 活動」

に関わるリーフレットを配布し，普及啓発

の効果として配布 1 カ月後に認識，理解，

受容，および行動意図についての調査を行

った。  

4. 予防教育プログラムの評価（島津明人他） 

1）リカバリー経験を促進するためのプログ

ラム（アプリ）の開発 

本研究では，職域における個人に向けた

メンタルヘルス・プロモーションに関して，

予防教育プログラムの評価を行うことを目

的とする。2年目にあたる平成 29年度では，

ワーク・エンゲイジメントの促進要因とし

てリカバリー経験（仕事以外の時間の使い

方）に注目し，リカバリー経験を促す教育

プログラム開発の予備的検討を目的とした。

具体的には，仕事との心理的距離（リカバ
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リー経験の主要要素）を阻害するワーカホ

リズムの低減プログラム（アプリケーショ

ン）を開発し，その効果をパイロット研究

で評価することを第 1 の目的とした。また，

開発したアプリの効果の個人差を探索する

ため，ワーカホリズムと心理的距離との関

連に個人特性が及ぼす影響を検討すること

を第 2 の目的とした。  

健常な大学生 17 名を対象に，ストレス軽

減 で 実績 のあ る 注意 バイ アス 修 正 法

（Attention	Bias	Modification：ABM）に

よる課題をおこなわせた。この課題は，8

つのワーカホリズム関連ワードと，8 つの

ポジティブな内容のワードのいずれかをペ

アにして全 127試行ランダムに iPad画面の

上下空間に提示し，素早くポジティブな方

向を指で選択する課題である。評価として

は，Study	engagement（vigor,	dedication,	

absorption ）， Anxiety （ trait	 anxiety,	

state	anxiety），Attention	bias	(reaction	

time,	correct	answer	rate)の 3 点を用い

た。	

2）個人特性がワーカホリズムとリカバリー

経験との関連に及ぼす影響 

本研究の目的は，心理的距離の促進が期待

されるワーカホリズムの低減プログラム

（アプリ）の効果に関する個人差を探索す

るため，ワーカホリズムと心理的距離との

関連に個人特性が及ぼす影響を WEB 調査で

ある。本研究では，個人特性として，Big	

Five パーソナリティ，完全主義傾向の 2 つ

の特性を取り上げて検討した。 

株式会社 NTT データ経営研究所の人間情

報データベース登録モニタを対象として

WEB 調査を行い，データを収集した。調査

の案内は，人間情報データベース登録モニ

タ 18,494 名を対象におこない，回答があっ

た 13,444名のうち有職者 9,191名のデータ

を解析に使用した 

	 測定は，	(1）心理的距離，(2）ワーカホ

リズム，(3）Big	Five パーソナリティ，(4）

完全主義傾向，(5）仕事の要求度，仕事の

資源，(6）人口統計学的変数（年齢，性別，

雇用形態）のそれぞれの尺度を使用してた	

	

C. 結果 

Ⅰ. ストレスマネジメント教育の研究 

1. 認知行動療法を用いたストレスマネジメント教

育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他） 

1) ストレスマネジメント実践のためのア

セスメントアプリケーションの有効性

の検討 

介入方法（ワークシート群，個別面接群，

アプリ群）を独立変数，ストレス，睡眠，

コーピングレパートリーを従属変数とした

２要因分散分析をおこなった結果， ストレ
スにおいてはいずれの主効果および交互作

用は有意ではなかった。しかし，pre 期と
比べて post 期の，コーピングレパートリー
の下位尺度「責任転嫁」得点，「睡眠重症度」

において，時期の主効果および交互作用が

示された。「責任転嫁」においては，アプリ

群に有意な変化が認められた。以上のよう

に，一部効果が認められたものの，今後は

さらにサンプル数を増やして ICT を用い
た CBSM の効果を検証する必要がある。 
2) 児童集団に対するストレスマネジメントのア

セスメントと実践 

従来の関連研究を概観し，児童集団を対象

としたストレスマネジメント介入について

再現性，実証性を担保する介入の要件につ

いて検討した。その結果，1）ストレス理
論に基づくアセスメントの実施，2）機能
的アセスメントの実施，3）アセスメント
に基づく手続きの設定，4）予防を目的と
したストレスマネジメントの有効性の評価，

の４要因が重要であることがわかった。 
3. ポジティブストレスマネジメント研修
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のストレス緩和効果に関する予備的介

入（山田冨美雄他） 

種々の質問調査を実施した結果，強み，ワ

ークエンゲイジメント，マインドフルネス

呼吸法の指導からなる研修は，研修参加者

における仕事に関わる心理的負担感を軽減

し，仕事に関するコントロール感を増加さ

せ，さらに家族や友人からのサポートが増

やした。研修のワークエンゲィジメント増

加および幸福感増強効果は，ワークエンゲ

イジメントを意識して高める工夫隣，仕事

に強みを生かそうと努力することによって

もたらされた。	

Ⅱ. メンタルヘルス・プロモーションの研

究 

1. 強みに基づくポジティブ心理学的介入

アプリケーションの開発（上地広昭他） 

スマートフォン用アプリケーションの開

発では，セルフモニタリングを継続的に行

ってもらうために，ゲーミフィケーション

の中のポイントとバッジの要素を盛り込ん

だ。ポイントとは，進行を数量的ユニット

で表示することであり，ここでは自分の強

みを活用する毎にポイントを付与するよう

に設定した。また，バッジは，達成状況を

アイコンで可視化することであり，ここで

はポイントが規定量（たとえば 20 ポイン
ト）に達した場合，スマートフォンの画面

の色が変化するになっている。これにより，

利用者を視覚的に楽しませつつ，アプリケ

ーション利用の動機づけを高めたる。	

2. メンタルヘルスプロモーション行動パ

ターンとストレス状況との関連（島崎

崇史他） 

メンタルヘルス・プロモーション行動尺度

の 8 項目全てに対して回答が得られた 762

名を対象とし，メンタルヘルス・プロモー

ション行動実施パターンについては Ward

法によるクラスター分析をおこなった。行

動パターンには，個人活動型（n = 95），非

活動型（n = 283） ，身体活動型（n = 164） ，

多活動型（n = 64） ，および文化活動型（n 

= 156）がみられ，就業ストレスとの関連性

を検討した結果，非活動型は，他のクラス

ター群と比較して活気が有意に低かった。

加えて，他のクラスターと比較して，イラ

イラ感，疲労感，および抑うつ感が有意に

高かった。   

3. メンタルヘルス・プロモーション及び

その普及啓発に関する研究（竹中晃二

他） 

本研究では，メンタルヘルス・プロモーシ

ョンにおいて，1）ポジティブな感情・考え

方・活動（ポジティブ要素：PosiMH）がメ

ンタルヘルスのネガティブ側面に果たす防

衛的役割を整理し，2）普及啓発を目的とし

たメンタルヘルス•プロモーション・ブラン

ド「こころの ABC 活動」を開発し，3）「こ

ころの ABC 活動」のリーフレット配布に

よる普及啓発の効果を検証した。  

その結果， 1）において，Layous, Chacellor, 

& Lyubomirsky, 2014）の研究を概観したと

ころ，ポジティブ要素が果たす精神疾患へ

の保護的役割は，（A）近位の危険因子への

直接的抑制効果，（B）遠位の危険因子から

近位の危険因子への影響力の緩和，および

（C）近位の危険因子から精神症状を導く

調整変数，の 3 点が明確になった。  

2）においては，ポジティブ・メンタルヘ

ルスを強化する行動について，従来実施し

た研究を基に「こころの ABC 活動」と名

付けたメンタル・プロモーション・リーフ

レットを開発し，3）において自治体職員に

配布 1 ヶ月後に普及啓発効果を調べた。そ

の結果，リーフレットそのものが閲覧され

ておれば，認識→理解→受容→行動意図と

影響が連鎖することがわかった。  

4. 予防教育プログラムの評価（島津明人他） 
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1）リカバリー経験を促進するためのプログ

ラム（アプリ）の開発 

ワードの感情価評価について，ワーカホリ

ズムの 8 ワードのスコア平均±標準偏差を

算出したところ， 5.8	 ±	 0.4	 (95%CI:	

5.6-6.0)であった。一方，ポジティブな内

容のワードのスコア平均±標準偏差は，1.7	

±	0.4	(95%CI:	1.5-1.9)であった。	

study	engagement	および Trait	anxiety

については，介入後の変化は見られなかっ

た。しかしながら，State	anxiety は実施

後に有意に軽減した。	

Attention	bias については，1 回目と 5

回目の Correct	answer	rate に差は見られ

なかったが，Reaction	time が実施後に顕

著に短くなった。	

2）個人特性がワーカホリズムとリカバリー

経験との関連に及ぼす影響 

Big	Five パーソナリティと強迫的な働き

方については，神経症傾向と強迫的な働き

方との交互作用が有意であった。交互作用

の単純傾斜の検定の結果，神経症傾向が高

いほど強迫的な働き方と心理的距離とのネ

ガティブな関係が強くなる傾向が認められ

た。これらの結果は，神経症傾向の高い労

働者は低い労働者と比べて，強迫的な働き

方をすることによって仕事から心理的に離

れることがより難しくなる可能性を示唆し

ている。	

完全主義傾向と強迫的な働き方において

は，高目標設置と強迫的な働き方との交互

作用が有意であり，目標設置が低いほど，

強迫的な働き方と心理的距離のネガティブ

な関係が強くなる傾向が認められた。これ

らの結果は，仕事において高い目標設定を

する傾向が低い個人ほど，強迫的な働き方

をすることで，仕事から離れることがより

難しくなる可能性を示唆している。	

強迫的働き方と心理的距離との関連にお

ける感度分析をおこなった結果，心理的距

離・高群では，強迫的な働き方が心理的距

離と有意な関連を有していなかった。しか

し，心理的距離・中群および低群では，強

迫的な働き方が心理的距離と有意な関連が

あり，特に中群においてその効果が最大で

あった。これらの結果は，強迫的な働き方

の低減に焦点を当てた心理的距離の促進プ

ログラムが，心理的距離・高群では効果が

認められにくいのに対して，中程度以下の

群では有効である可能性を示唆している。	

	

D. 考察 

Ⅰ. ストレスマネジメント教育の研究 

1. 認知行動療法を用いたストレスマネジメント教

育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他） 

1）ストレスマネジメント実践のためのアセ

スメントアプリケーションの有効性の検討 

本研究では，ストレスにおいて時間，群，

および交互作用に有意な結果が出て得られ

なかったものの，pre期と比べて post期の，
コーピングレパートリーの下位尺度「責任

転嫁」得点，「睡眠重症度」において時期の

主効果および交互作用が示された。この結

果は，アプリ群において，一部コーピング

の効果が高まったことを示している。今後

はさらにサンプル数を増やして効果の検証

をおこなうつもりである。  
2）児童集団に対するストレスマネジメントのア

セスメントと実践 

児童生徒対象のストレスマネジメントに

おいては，1）ストレス理論に基づくアセ
スメントの実施，2）機能的アセスメント
の実施，3）アセスメントに基づく手続き
の設定，4）予防を目的としたストレスマ
ネジメントの有効性の評価，の４要因が重

要であり，これらの要件を考慮して介入を

実施することによって，効果が得られた手

続きの再現性の確認，また効果が得られな
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かった場合の手続きの修正および再検討の

指針となりうると考えられる。  
3. ポジティブストレスマネジメント研修

のストレス緩和効果に関する予備的介入

（山田冨美雄他） 

仕事への裁量権が増し，他者からのサポー

トが増すことは，仕事による要請（task	

demand）感を軽減させる。このことは，仕

事ストレスのモデルに合致する。本研究で

おこなったように，仕事ストレスに焦点を

当てたポジティブストレスマネジメント研

修では，強みを仕事に活かし，自分なりに

仕事への熱中度を高めるという指導を行い，

それを継続させることを主眼とするストレ

スマネジメントプログラムが効果的であっ

た。	

Ⅱ. メンタルヘルス・プロモーションの研

究 

1. 強みに基づくポジティブ心理学的介入

アプリケーションの開発（上地広昭他） 

本アプリケーションでは，単に強みの活用

を促すだけではなく，行動変容技法（セル

フモニタリングの原理を応用することで継

続的な行動変容（強みの活用を長期的に継

続すること）を目指している。今後は，実

際に無作為化統制試験を行い，本アプリケ

ーションの有効性に関して検証を行う必要

がある。	

2. メンタルヘルス・プロモーション行動

パターンとストレス状況との関連（島

崎崇史他） 

本研究の結果から，メンタルヘルス・プロ

モーション行動は，個人の趣向性に併せて

実施することで，職業性ストレスの改善に

貢献する可能性が示唆された。今後は，対

象者の特徴や趣向性などセグメントの要因

を詳細に見極めた上で，それらのセグメン

トに適合したメンタルヘルス・プロモーシ

ョン活動の推奨を行い，その効果を検証し

たい。  

3. メンタルヘルス・プロモーション及び

その普及啓発に関する研究（竹中晃二

他） 

ポジティブ要素がメンタルヘルスのネガ

ティブ側面に果たす防衛的役割についての

メカニズムが整理できた。また，ポジティ

ブ・メンタルヘルスを強化するためには，

単に知識だけを提供する事から，その知識

をいかに日常生活に結びつけるかが課題で

ある。そのためソーシャル・マーケティン

グなどの普及啓発の手段を使い，知識から

態度変容，そして行動変容に結びつける方

法論を検討する必要がある。  

4. 予防教育プログラムの評価（島津明人他） 

1）リカバリー経験を促進するためのプログ

ラム（アプリ）の開発 

本研究はパイロットスタディであり，ワー

カホリズム関連ワードの非捕捉によって

State	anxiety が軽減したメカニズムにつ

いて明確に論じることはできない。しかし，

ワーカホリズム関連ワードの非捕捉によっ

て，ポジティブな内容のワードの捕捉

Reaction	time が短くなったという行動指

標の変化が媒介要因になっている可能性が

ある。つまり，ABM により脳内のワーカホ

リズム関連ワードに反応する脳部位の賦活

が軽減したことによって，State	anxiety

が軽減したかもしれない。 

2）個人特性がワーカホリズムとリカバリー

経験との関連に及ぼす影響 

個人特性と強迫的な働き方との交互作用

を検討したところ，パーソナリティに関し

ては神経症傾向が，完全主義傾向に関して

は高目標設置がそれぞれ，強迫的な働き方

と有意な交互作用を有していた。このこと

は，強迫的な働き方の低減を目的とした心

理的距離の促進プログラムの効果は，神経

症傾向が強い個人や目標設置が低い個人に，
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より有効である可能性を示唆している。ま

た，感度分析では，心理的距離が中程度以

下の群，特に中程度の群において本プログ

ラムが最も有効である可能性も示唆された。

今後，本プログラムを実施するに際しては，

事前に実施対象者を神経症傾向が高い人や

目標設置が低い人，心理的距離が中程度以

下の人に限定することで，プログラムの効

果をより高めることが期待される。	

 
Ｅ. 結論 

	 平成 29 年度の研究は，大きく，1）スト

レスマネジメント教育に関する研究，およ

び 2）メンタルヘルス・プロモーションに

関する研究，の 2 点に分けて，成果を報告

した。以下，それぞれの研究に関連研究つ

いて結論をまとめる。	

Ⅰ. ストレスマネジメント教育の研究 

1. 認知行動療法を用いたストレスマネジメント教

育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他） 

1) ストレスマネジメント実践のためのア

セスメントアプリケーションの有効性

の検討 

 本研究は，個別化を目的に，睡眠改善お

よびストレスマネジメントプログラムを搭

載したアプリケーションを開発し，一部そ

の効果が認められた。今後の課題としては，

さらにサンプル数を増やし，引き続き

CBSM の効果を検証する必要がある。 

2) 児童集団に対するストレスマネジメントのア

セスメントと実践 

本研究では，児童集団を対象としたストレ

スマネジメント介入について概観し，質の

高い，すなわち期待した効果が得られ，再

現性，実証性を担保する介入の要件につい

て検討し，その結果，１）ストレス理論に

基づくアセスメントの実施，２）機能的ア

セスメントの実施，３）アセスメントに基

づく手続きの設定，４）予防を目的とした

ストレスマネジメントの有効性の評価，の

４要件が明らかになった。  
2.ポジティブストレスマネジメント研修の

ストレス緩和効果に関する予備的介入（山

田冨美雄他） 

強み，ワークエンゲイジメント，マインド

フルネス呼吸法の指導からなる本研修によ

って，仕事に関わる心理的な負担感が軽減

し，仕事のコントロール感が増加し，加え

て家族や友人からのサポートが増えた。	

研修のワークエンゲィジメント増加およ

び幸福感増強効果は，ワークエンゲイジメ

ントを意識して高めることにつながり，仕

事に強みを生かそうと努力することによっ

てもたらされた。	

以上の結果から，仕事ストレスに焦点を当

てたポジティブストレスマネジメント研修

では，強みを仕事に活かし，自分なりの仕

事への熱中度を高めるための指導を行い，

それを継続させることを主眼としたストレ

スマネジメントプログラムの開発が求めら

れ。	

Ⅱ. メンタルヘルス・プロモーションの研

究 

1. 強みに基づくポジティブ心理学的介入

アプリケーションの開発（上地広昭他） 

本アプリケーションを用いて個人の持つ

ポジティブな性格特性（強み）を存分に発

揮することができれば，ポジティブ心理学

の究極的な目標である持続的な幸福の実現

に寄与できる。 

2. メンタルヘルスプロモーション行動パ

ターンとストレス状況との関連（島崎

崇史他） 

本研究の結果，メンタルヘルスプロモーシ

ョン行動は，個人の趣向性に併せて実施す

ることで職業性ストレスの改善に貢献する

ことが示唆された。今後は，各行動パター

ンとストレス状況との関連における社会経
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済学的変数の影響を明らかにし，対象者の

属性に合わせた支援のあり方を検討する必

要がある。 

3. メンタルヘルス・プロモーション及び

その普及啓発に関する研究（竹中晃二

他） 

メンタルヘルス問題に含まれる煩瑣なこ

とは，当人が気分の重さを訴え，周りの人

も気がつき，専門家に委ねられる段階では，

すでに深刻な状態に陥っており，そこから

の回復が思うように進まないことである。

近年，職域ではストレスチェック制度の導

入と合わせて，相談サービスや具体的対策

も充実してきたものの，メンタルヘルスに

関する対策は，依然として二次・三次予防

が中心である。そのため，具体的で効果が

期待できる一次予防対策が求められている

ことは言うまでもない。「こころの ABC 活

動」をはじめとする MHP は，PosiM を強化

し，まさにメンタルヘルス問題の一次予防

として期待されている。  

4. 予防教育プログラムの評価（島津明人他） 

1）リカバリー経験を促進するためのプログ

ラム（アプリ）の開発 

2）個人特性がワーカホリズムとリカバリー

経験との関連に及ぼす影響  
	 本研究の目的は，職域における個人に向

けたメンタルヘルス・プロモーションに関

して，予防教育プログラムの評価を行うこ

とである。ワーク・エンゲイジメントの促

進要因としてリカバリー経験（仕事以外の

時間の使い方）に注目し，リカバリー経験

を促す教育プログラム（アプリケーション）

開発の予備的検討を行うとともに，開発し

た教育プログラムの効果の個人差を検討す

るための WEB 調査を行った。仕事との心
理的距離（リカバリー経験の主要要素）を

阻害するワーカホリズムの低減プログラム

（注意バイアス修正法）を開発し，その効

果を健常な学生を対象としたパイロット研

究で評価した。その結果，State anxiety
と Attention bias の reaction time にポジ
ティブな変化が認められた。  
ワーカホリズム（強迫的な働き方）と心理

的距離との関連に個人特性（Big Five パー
ソナリティ，完全主義傾向）が及ぼす影響

を WEB 調査で検討した。その結果，パー
ソナリティに関しては神経症傾向が，完全

主義傾向に関しては高目標設置が，それぞ

れ強迫的な働き方と有意な交互作用を有し

ていた。  
今後，心理的距離の促進が期待されるワ

ーカホリズムの低減プログラムを実施する

際は，実施対象者を（1）神経症傾向が高
い，（2）目標設置が低い，（3）心理的距離
が中程度以下，などの個人特性に注目し，

これらの特性を有する人に限定することで，

プログラムの効果をより高めることが期待

される。  
 
	 以上，2 研究テーマ，9 研究をもとにし
て次年度では，対象者の人数を増加させ，

また対象者の特徴に適合したプログラムの

実践をおこなうつもりである。  
 
F. 健康危機情報 

	 該当せず。	
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